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 各関係団体代表者 殿 
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「支払又は支払の受領に関する報告書」の適切な作成について 

 
 
 
 平素より、財務行政にご理解とご協力をいただき、ありがとうござい
ます。 
 さて、外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）では、
居住者が本邦から外国へ向けた支払若しくは外国から本邦へ向けた支払
の受領をしたとき、又は本邦若しくは外国において居住者が非居住者と
の間で支払若しくは支払の受領をしたときは、当該居住者は、「支払又は
支払の受領に関する報告書」を提出する必要があります。 
 この「支払又は支払の受領に関する報告書」について、最近、下記の
とおり、誤記載の事例が認められておりますので、当該報告書の適切な
作成について、貴傘下企業に周知方よろしくお願いします。 
 また、当該報告書の具体的な作成要領については、日本銀行のホーム
ページ（http://www.boj.or.jp/type/form/tame/t_redown.htm#04）に掲載
しておりますので、併せて貴傘下企業にご案内方よろしくお願いします。 
 

記 
 
１．「支払又は支払の受領に関する報告書」中「取引の相手方の所在国又
は地域」欄の誤記載 

 
  本欄は、本来、取引の相手方が実際に所在する国又は地域を記載す
べきところ、取引の相手方が銀行預金口座を開設している国又は地域
を記載している誤りが認められる。 
  例えば、Ａ国に所在するＸ社に対する貸付資金をＸ社がＢ国に所在
する銀行に開設する預金口座に対して支払った場合、本欄は、本来、「Ａ
国」と記載すべきところ、「Ｂ国」と誤記載。 

 

http://www.boj.or.jp/type/form/tame/t_redown.htm#04


２．「支払又は支払の受領に関する報告書」中「国際収支項目番号」欄の
誤記載 

 
  本欄は、本来、対外直接投資に係る株式の取得代金を支払った場合
には、「８１２（本邦親会社による外国子会社株式等の取得又は処分代
金」と記載すべきところ、誤った国際収支項目番号を記載している事
例が認められる。 
  例えば、居住者Ｙ社が外国法人Ｚ社の株式を２０％取得するため、
その取得代金を当該Ｚ社に支払った場合、本欄は、本来、「８１２」
と記載すべきところ、「８４３（非居住者発行株式等の取得又は処分代
金）」と誤記載。 

 
（注）対外直接投資に係る株式の取得とは、当該株式の取得の結果、居
住者による外国法人に対する出資比率が１０％以上となる場合又は
居住者、当該居住者の全額出資子会社及び当該居住者の共同投資者
による外国法人に対する出資比率の合計が１０％以上となる場合の
株式の取得をいう。 

 
以上 
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「支払又は支払の受領に関する報告書」の適切な作成について 

 
 
 
 平素より、財務行政にご理解とご協力をいただき、ありがとうござい
ます。 
 さて、外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）では、
居住者が本邦から外国へ向けた支払若しくは外国から本邦へ向けた支払
の受領をしたとき、又は本邦若しくは外国において居住者が非居住者と
の間で支払若しくは支払の受領をしたときは、当該居住者は、「支払又は
支払の受領に関する報告書」を提出する必要があり、当該支払又は支払
の受領が本邦に所在する銀行等が行う為替取引によってされる場合には、
当該報告書を当該銀行等を経由して提出する必要があります。 
 この「支払又は支払の受領に関する報告書」について、最近、下記の
とおり、誤記載の事例が認められておりますので、当該報告書の適切な
作成及び日本銀行ホームページ掲載の当該報告書の具体的な作成要領
（http://www.boj.or.jp/type/form/tame/t_redown.htm#04）について、銀
行等の顧客に対し、各銀行等の窓口等において案内教示されますよう、
貴傘下金融機関に周知方よろしくお願いします。 
 

記 
 
１．「支払又は支払の受領に関する報告書」中「取引の相手方の所在国又
は地域」欄の誤記載 

 
  本欄は、本来、取引の相手方が実際に所在する国又は地域を記載す
べきところ、取引の相手方が銀行預金口座を開設している国又は地域
を記載している誤りが認められる。 
  例えば、Ａ国に所在するＸ社に対する貸付資金をＸ社がＢ国に所在
する銀行に開設する預金口座に対して支払った場合、本欄は、本来、「Ａ

http://www.boj.or.jp/type/form/tame/t_redown.htm#04


国」と記載すべきところ、「Ｂ国」と誤記載。 
 
２．「支払又は支払の受領に関する報告書」中「国際収支項目番号」欄の
誤記載 

 
  本欄は、本来、対外直接投資に係る株式の取得代金を支払った場合
には、「８１２（本邦親会社による外国子会社株式等の取得又は処分代
金」と記載すべきところ、誤った国際収支項目番号を記載している事
例が認められる。 
  例えば、居住者Ｙ社が外国法人Ｚ社の株式を２０％取得するため、
その取得代金を当該Ｚ社に支払った場合、本欄は、本来、「８１２」
と記載すべきところ、「８４３（非居住者発行株式等の取得又は処分代
金）」と誤記載。 

 
（注）対外直接投資に係る株式の取得とは、当該株式の取得の結果、居
住者による外国法人に対する出資比率が１０％以上となる場合又は
居住者、当該居住者の全額出資子会社及び当該居住者の共同投資者
による外国法人に対する出資比率の合計が１０％以上となる場合の
株式の取得をいう。 

 
以上 

 


